
Ⅰ．問題と目的

　2022（令和４）年７月に文部科学省が取りまとめた

「特別支援学校教諭免許状コア・カリキュラム 1）（以

下『コアカリ』と略す）」において、特別支援学校教

諭養成にかかる科目の目標および内容が整備された。

筆者が担当している「肢体不自由児の心理・生理・病

理」ほか、肢体不自由教育関連科目においても、コア

カリによって到達すべき目標（すなわち学生が習得す

べき目標・内容）が明確になった。

　本学科開講科目「肢体不自由児の心理・生理・病

理」は、教育職員免許法施行規則第７条 2）において

「第２欄：特別支援教育領域に関する科目／心身に障

害のある幼児、児童又は生徒の心理、生理及び病理に

関する科目」と位置づけてられている（福岡女学院大

学 2024 履修ガイド【教務・履修編】 3））。コアカリに

よると、この科目の全体目標は「肢体不自由のある幼

児、児童又は生徒の起因疾患となる病理面と心理面及

び生理面の特徴並びにそれらの相互作用について理解

し、幼児、児童又は生徒一人一人の肢体不自由の状態

や感覚機能の発達、知能の発達及び認知の特性を理解

するとともに、家庭や関係機関との連携について理解

する。」と定められている。それをもとに、「１）肢体

不自由の起因疾患（脳原性疾患、脊髄疾患、末梢神経

疾患）となる病理面と心理面及び生理面の特徴並びに

それらの相互作用について理解している。」「２）観察

や検査を通して、脳性まひのある幼児、児童又は生徒

一人一人の肢体不自由の状態や感覚機能の発達、知能

の発達及び認知の特性を把握することを理解してい

る。」「３）家庭や医療機関との連携の重要性について

理解している。」以上３点の到達目標が掲げられてい

る。言い換えると、１）は肢体不自由児の実態を把握

するための基礎知識を学ぶこと、２）は肢体不自由児

の実態把握の観点や方法を学ぶこと、３）は実態把握

およびその後の指導のために不可欠な、家庭や医療機

関との連携（情報交換など）の重要性を把握・認識す

ること、ということになると考えられる。

　さて、「心身に障害のある幼児、児童又は生徒の心

理、生理及び病理に関する科目」においては、特定の

障害児（本稿では肢体不自由児を取り扱う）の「心理」

と「生理及び病理」を一つの授業科目のなかで取り扱っ

ている。しかし、「心理」と「生理及び病理」はそれ

ぞれが独立した様相を示しており（村上 4），1977）、

障害児を心理学的な観点から理解するということと、

障害および障害の起因疾患（それに伴う生活上および

学習上の課題を含む）を理解するということの２点が

求められる（Kohara, Goto, Kwon, & Nagahama 5），

2015）。特別支援学校教員養成課程においては、まず

「心理・生理・病理」で対象となる障害児（本稿では

肢体不自由児）の障害特性を学び、その後「その障害

特性を踏まえた教育の仕組み・在り方（教育課程）と

指導法」を学ぶという流れがあることから、「心理・

生理・病理」が土台となることは言うまでもない。

　本稿では肢体不自由児の「生理及び病理」の学習に

着目し、これまでの筆者の授業内容を検証するととも

に、直近 10 年の「肢体不自由児の生理及び病理」に

かかる文献をレビューすることでこの領域の研究動向
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を整理し、特別支援学校教諭免許（以下『特支免』と

略す）の取得を目指す大学生が身につけるべき新しい

知見を抽出・整理することを目的とする。

　筆者の過去経験では、この科目を履修した学生の大

半は高校時代に文系だった者が圧倒的に多く、生物関

連科目を学んでいなかった者も多かった。一方で、肢

体不自由児に関わる上では、その実態を適切に把握す

る必要は不可欠で、その実態把握の基礎的知識として

の生理及び病理はしっかりと身に着けてもらわないと

いけない。医学および生理学に関わる情報は常に新し

いものを紹介することが筆者ら肢体不自由教育に携わ

る大学教員に求められる役割と言えよう。

　なお、本稿では肢体不自由の起因疾患のうち、肢体

不自由部門の在籍率が最も多い脳原性疾患、特に脳性

まひに特化して、生理及び病理にかかる最新の知見を

整理することとする。

Ⅱ．脳性まひとは

　現在，特別支援学校（肢体不自由部門）では，脳原

性疾患の子どもが多くを占めている。全国肢体不自由

特別支援学校病因別調査（全国特別支援学校肢体不自

由教育校長会 ６），2017）によると、肢体不自由特別

支援学校小学部中学部に在籍する児童生徒における脳

原性疾患の割合は 66.2％であった。その脳原性疾患

のなかでも最も多いのが脳性まひで、肢体不自由特別

支援学校小学部中学部に在籍する児童生徒における脳

原性疾患の割合は 33.3％であった。

　脳性まひ（Cerebral Palsy）の疾病概念は、日常生

活活動（Activities of Daily Living）の障害がほとん

どないもの、または、軽度からすべて介助を必要と

する重度、生命維持も危ぶまれるものまで含んでお

り、非常に包括的であり、医学・教育・福祉政策など

の分野によっても、概念に少しずつ差異があると述

べている（近藤 ７），2014）。脳性まひリハビリテー

ションガイドラインによって、医学・教育・福祉・研

究分野の専門家との合意を経て簡潔・基本的な定義が

共通している脳性まひの概念が決められた。脳性麻痺

の概念としては、１）1968 年に開催された厚生労働

省脳性麻痺研究会議で決められた定義と、２）2004

年に開催された国際ワークショップの Workshop in 

Bethesda で設定された定義を用いることが進められ

ている。１）厚生省脳性麻痺研究会議で決められた

定義とは、「脳性まひとは、受胎から新生児期（生後

4 週間以内）までの間に生じた脳の非進行性病変に基

づく、永続的なしかし変化しうる運動及び姿勢の異常

である。進行性疾患や一過性の運動障害、または将来

正常化するであろうと思われる運動発達遅滞は除外す

る。（五味 ８），1990）」であり、一方、２）Workshop 

in Bethesda で設定された定義とは、「脳性まひとは、

運動と姿勢の発達の異常の 1 つの集まりを説明するも

のであり、活動の制限を引き起こすが、発生・発達し

つつある胎児または乳児の脳内で起こった非進行性の

運動発達障害である。また、脳性まひの運動障害では、

感覚、認知、コミュニケーション、認識、行動、発作

性疾患が付け加わる。（Bax, Goldstein, Rosenbaum, 

Leviton, Paneth, Dan, et al ９）; 2005）」である。

　日本における脳性まひは、1000 人に１～２人の割

合で発生しており、先進国での発生頻度と同様の数値

であるが、医療・医学が未発達している国では、より

多く発生している。原因と危険因子では、胎内期（妊

娠中）、周産期（妊娠 22 週から出産後７日未満）、胎

外期（生後 28 日、４ 週間まで）に発生する脳形成不

全、出血、出生前後の低酸素・虚血、脳梗塞、炎症（脳

炎、脳症）などがある（趙・渡邉・矢野 10），2020）。

　2021（令和３）年１月に文部科学省より改訂・発行

された「障害のある子供の教育支援の手引～子供たち

一人一人の教育的ニーズを踏まえた学びの充実に向け

て～」 11）によると、脳性まひの主な症状として、筋緊

張の異常、不随意運動（特に亢進あるいは低下とその

変動を伴うものと、合目的的運動をしようと意識する

ときに現れてくるアテトーゼ運動）、原始姿勢反射の

残存および姿勢反応の出現の遅れ、頸定・座位保持・

立位・随意把握などといった運動発達の遅れなどが記

載されている。

Ⅲ　方　法

（1）分析対象と選定方法
　国立情報学研究所学術情報ナビゲータ CiNii 

Research において、2024 年 12 月１日時点で登録さ

れている直近 10 年間（2015 年から 2024 年の期間）
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の論文を検索した。最初は「脳性まひ」と「生理」、「脳

性まひ」と「病理」など複数のキーワードでもって検

索したのだが、論文がほとんどヒットしなかったの

で、キーワードを「脳性まひ」に絞って検索した。そ

の結果、175 件の論文を得た。

　そこから、同一のタイトル・収録刊行物である重複

登録などと考えられた 6 件、タイトルや要約から生理

及び病理にかかる研究とは異なるもの（例：社会学・

教育学など）と考えられた 66 件、計 72 件を除外した。

さらに、学会発表および講演の抄録、書評など、いわ

ゆる研究論文とは異なるもの、計 66 件を除外した。

　残った研究論文を実際に文献検索し、論文そのもの

が入手可能であったもの、計 37 件を今回の分析の対

象とした。

（2）情報抽出と整理方法
　まず、分析対象の 37 本から、論文情報を取り出し、

分類することにした。今回は、a. 研究領域、b. 研究

方法、c. 研究内容、d. キーワードの４点を分類・整

理の基準とした。

a. 研究領域　論文の題目や概要、掲載誌などの論文

情報から、「医学・生理学（理学療法・リハビリテー

ション科学を含む）」「教育学・心理学」「スポーツ健

康科学」「福祉・生活支援」「その他」といったカテゴ

リーに分類した。

b. 研究方法　文献を「基礎研究（実験研究）」「臨床

研究」などのカテゴリーに分類した。

c. 研究内容　論文の題目や概要、キーワードなどか

ら、それぞれの論文が取り扱っている研究内を整理し

た。

Ⅳ　結　果

　４点の基準にもとづき、論文を分類・整理した結果

を以下に記す。

a. 研究領域　「教育学・心理学」が 19 本と最も多く、

以下「医学・生理学（理学療法・リハビリテーション

科学を含む）」が 14 本、「スポーツ健康科学」が３本、

「その他」が１本（情報処理関係の学会誌で発表され

たもの）という結果となった。

b. 研究方法　a. 研究領域の作業で分類したカテゴ

リーごとに、さらに論文を研究方法および取り扱って

いるテーマの大枠ごとに整理した。以下、カテゴリー

ごとに報告する。

　「教育学・心理学（19 本）」は、さらに「基礎研究」

に相当するものが７本、「実践研究」に相当するもの

が 12 本に整理できた。

　「医学・生理学（理学療法・リハビリテーション科

学を含む）（14 本）」のは、さらに「基礎研究」に相

当するものが 12 本、「臨床研究」に相当するものが１

本、「評価指標の開発研究」に相当するものが１本に

整理できた。

　なお、「スポーツ健康科学（３本）」「その他（１本）」

はいずれも「基礎研究」に相当するものであった。

c. 研究内容
　b. 研究方法の作業で分類したカテゴリーごとに、

さらに論文を具体的な研究内容ごとに整理した。以

下、カテゴリーごとに報告する。

教育学・心理学（19 本）　基礎研究（７本）では、

視知覚認知にかかるものが５本あった（大平他 12），

2015；大平他 13），2016；柳原他 14），2016；岡村他 15），

2017；河村 16），2021）。その他、二次障害としての身

体機能の変化に関わる論文（廣木・川間 17），2017）

と身体感覚に関わる論文（塩田 18），2021）があった。

　一方、実践研究（12 本）は動作法を適用した実

践研究が９本（小柳津・森崎 19），2015；藤野 20）・

2016； 船 橋 21）・2017； 五 位 塚 22）・2018； 向 他 23），

2018；河村・干川 24），2021；島岡他 25）・2021；佐

藤・干川 26），2022；古賀他 27），2023）あった。その

他、特別支援学校における学習指導が２本（武部 28），

2016；谷口他 29），2020）、静的弛緩誘導法を適用した

実践研究（西郷 30），2020）が１本あった。

医学・生理学（理学療法・リハビリテーション科学
を含む）（14本）　基礎研究（12 本）では、姿勢を含

む身体機能保持が患者に及ぼす影響に関わるものが

４本（多田・中 31），2019；竹内他 32），2020；丹野 33），

2020；山ノ上他 34），2020）、下肢の感覚に注目したも

のが２本（佐藤他 35），2018；守田・横井 36），2019）、

肢体不自由者の病理の基礎的事項をまとめたものが２

本（渥美 37），2021a；渥美 38），2021b）見られた。そ

れ以外には、PVL（脳室周囲白質軟化症）が認知処

理過程に及ぼす影響（加藤・川間 39），2018）、重症化

予防（榎勢 40），2021）、理学療法の在り方（高塩 41），

脳性まひの生理及び病理に関する研究動向
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2017）、動作法に対する医学的観点から示唆（趙・渡

邉・矢野，2020）に関わる論文がそれぞれ１本ずつ見

られた。

　一方、臨床研究（１本）は呼吸保持用カニューレの

適用の研究（真栄城他 42），2016）であり、「評価指標

の開発研究（１本）」は児童版 ICF の開発（堺他 43），

2019）に関わる研究であった。

スポーツ健康科学（３本）　眼球運動および視線に

関わるものが２本（齋藤・松浦 44），2018；松浦・齋

藤 45），2018）、脳の再編が運動動作に及ぼす影響に関

わるもの（中﨑他 46），2024）が１本見られた。

その他（１本）　手指動作の援助装置の開発に関わる

もの（西ノ平他 47），2022）で、理学療法の一環とし

て実践された研究であった。

Ⅴ　考　察

　直近 10 年の論文を整理した結果から、肢体不自由

の生理および病理に関わる研究動向を探るため、c. 研

究内容の作業で分類できたカテゴリーをさらに細かく

分析した。併せて、肢体不自由児の生理および病理で

学ぶ内容と関連付けて、重要と思われるものをピック

アップした。ここでは、詳細の分析に関わる点を記述

する。

a. 教育学・心理学に関わる研究について
　本稿は脳性まひ児の生理および病理についての研究

動向を探ることを目的としている。一見領域違いに見

える教育学・心理学の領域においても、生理および病

理に関わるものが少なくない。

　例えば、基礎研究で取り扱われている視知覚認知の

問題は、脳性まひをはじめとする肢体不自由において

は押さえておかなくてはならない重要事項であり、特

別支援学校において実態把握をきちんとしておかなく

てはならないポイントの一つである。筆者も「肢体不

自由児の心理・生理・病理」の授業で PVL をはじめ

とする視知覚認知の困難については必ずふれてきてい

るが、直近の研究でこれほど多くの研究がなされてい

ることを知り、その重要性をあらためて感じた次第で

ある。そのほか、肢体不自由児の二次障害の問題、さ

まざまな身体感覚の問題は、当事者にとっては非常に

重要なもので、教授者はそれを理解してはじめて適切

な援助ができるということをあらためて確認できた。

　12 本の実践研究に関わる論文について、「教授者・

援助者が教育学的・心理学的はたらきかけをすること

によって、肢体不自由児の何を変えていこうとしたの

か」に着目し、それを拾い上げた。その結果、上肢の

動作獲得を目指した研究（武部，2016；向他，2018；

古賀他，2023）と身体全体の動作獲得を目指した研

究（藤野・2016；西郷，2020；島岡他・2021）がそれ

ぞれ３本と最も多く、以下、歩行動作獲得（船橋・

2017；五位塚・2018）が２本、方向感覚（河村・干川，

2021；佐藤・干川，2022）が２本、視知覚認知の向上

（谷口他，2020）１本、認知活動および呼吸が１本（小

柳津・森崎，2015）という結果であった。

　筆者自身が動作法をベースにした肢体不自由児の運

動・動作発達を専門にしているということもあり、肢

体不自由児の運動・動作については、姿勢との関連で

下肢への入力や下肢で自身の身体を支えるという観点

に終始していた。しかしながら、学習場面（特に教科

学習）においては、肢体不自由児の多くは机・椅子に

着席し、上肢を使って書字をはじめとする学習にかか

る動作をしている。当然、目と手の協応や上肢の操作

表　論文の整理の結果
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や操作感覚（固有覚なども含まれるであろう）、身体

軸を基準とした机上の空間認知などについても教師は

留意しなくてはならない。こういったことの重要性に

ついて、あらためて感じることができたように思う。

b.�医学・生理学（理学療法・リハビリテーション科
学を含む）に関わる研究について

　本稿の目的である肢体不自由の生理および病理に直

結するのは、医学・生理学（理学療法・リハビリテー

ション科学を含む）の基礎研究であろう。ここでは、

姿勢を含む身体機能保持が患者に及ぼす影響に関わる

論文が４本あった。多田・中（2019）は、脳性まひ者

の姿勢の取り方が自律神経活動に及ぼす影響について

心拍データをもとに検討していた。竹内他（2020）は、

GMFCS レベルⅤの脳性まひ者の非対称変形の進行と

股関節可動域の変化を追っていた。丹野（2020）は、

脳性まひ者が自身の姿勢をモニタリングする上でウェ

アラブルデバイス活用の可能性を探っていた。山ノ上

他（2020）は、生活機能の低下を防ぐための身体機能

保持の重要性について検討していた。

　下肢の感覚に関わる研究では、障害の程度による関

節位置覚の精度（佐藤，2018）や視覚情報の有無と歩

行動作の精度（守田・横井，2019）が見られた。病理

の基礎に関わる論文では、肢体不自由児の摂食時の問

題や呼吸・てんかんなどの特徴が記されていた（渥美，

2021a；渥美，2021b）。

　また、筆者の講義では、例えば姿勢の取り方、自律

神経活動（心拍や呼吸など）、成長に伴う身体機能の

変化（非対称変更の進行なども含む）、関節運動など

を単体で紹介・指導する場面が多かったが、肢体不自

由児の生活上および学習上の困難を理解するために

は、肢体不自由児の生理的な特徴が生活および学習場

面にどう影響するかというところまでは言及していな

かった。とりわけ、姿勢の取り方と自律神経活動との

関連、姿勢の取り方と個々の身体部位の関節運動との

関連など、肢体不自由児の身体のあり方を基準にして

生体的な活動や運動・動作を見つめることの重要性を

伝える必要性を感じた。

c. 研究領域にまたがって取り扱われている研究内容
　前項では取り上げなかったスポーツ健康科学やその

他に分類された論文も含め、直近 10 年間の論文全体

を概観すると、どの研究領域においても視知覚認知を

テーマとした研究が多く見受けられた。

　我々は、学習場面においては文字や図形などの対象

物をとらえるために視知覚認知を機能させており、ま

た、運動・動作においても周囲の状況を視覚的にとら

えながら身体の各部位の動きをコントロールしてい

る。さらには対人場面や社会的な場面においても、他

者の表情や身振り手振りを読み取ったり、周囲の状況

を把握したりする上で視知覚認知は不可欠である。脳

性まひ児の場合、この視知覚認知が十分に機能しない

ために、１）平面および空間認知が困難なため、学習

および生活のさまざまな場面で支障をきたす、２）空

間のなかで自分自身の身体を定位することが困難なた

め、目で見た情報と自分自身の身体とが協調した運

動・動作ができない、などといった特性がある。これ

らは先々の「肢体不自由児に対する教育の在り方につ

いての学び」や「肢体不自由児に対する実際の指導の

あり方についての学び」に直結するところであり、学

生にはしっかりと伝えていかなくてはならないと感じ

た。

　また、身体への気づきや（自律神経活動を含む）運

動動作を援助するためのツールに関わる研究も散見さ

れた。医療・理学療法などの領域で開発されている

ツールがそのまま教育の方に活用できるかどうかはと

もかく、そのツールを通して、肢体不自由児の何をサ

ポートしようとしているのかについて、我々教育に携

わる者が学ぶ姿勢を持つべきであろう。

　その他にも、肢体不自由児の生理・病理に関連する

事項を確認することができた。今回の調査を通して学

ぶことができたことを、「肢体不自由児の心理・生理・

病理」他、肢体不自由教育関連科目の授業の質の向上

に活かしていきたい。

Ⅵ　今後の課題

　本稿では、肢体不自由の主たる疾患の一つとして脳

性まひに特化し、それに関連する研究論文をもとに肢

体不自由の生理および病理に関わる動向を整理した。

ただし、脳性まひ以外にも脳原性疾患は多くあること

から、今後はより対象を拡げて研究動向を追っていく

必要があると感じている。

　また、論文を絞る過程で、医学系（理学療法を含む）
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学会大会の発表論文を分析の対象から外したが、発表

論文のなかには、最新の治療に関わる取り組みも数多

く発表されていたことに気づいた。本稿では論文数を

絞る都合上それらは取り扱わなかったが、学会発表論

文集から新しい動向を探ることも興味深く感じている

ので、今後も引き続き整理していきたい。
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